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１． はじめに 

 大地震のように発生頻度が非常に小さい自然災害に対し

て家計が信念として持つ主観的リスクには，客観的な発生

確率との乖離があることが知られている．政府や企業から

提供されるリスク回避施策に対する家計の選択行動はこの

主観的リスクに基づいていると考えられる． 
 本研究では，家計の不確実性下の選択行動に関して既往

の経済学的規範である期待効用最大化仮説を踏襲しつつ，

危険中立的，危険回避的効用関数を規定した家計が災害に

よる被害に対して持つ主観的リスク(被害確率)を実証的に

計量化する手法について考察する．具体的には非市場財の

代表的な便益評価手法である仮想市場法(Contingent 
Valuation Method, CVM)を用いる．CVMの援用により不確

実性に関して仮想的なシナリオを自由に設定し，特定の災

害リスクを回避するオプションに対する家計の選好を支払

意思額として直接的に尋ねることができる．また不確実性

に関する情報を所与としないサンプルを用いれば，情報に

よらない真に家計の信念に基づくリスク選好が求められる． 
 実証分析例として本稿では，CVM を地震リスク下にお

ける資産損失被害の回避オプションに対する支払意思額の

分布推定に適用することで危険回避型効用関数の危険回避

度の計量化を行う． 
 
２． VNM 型効用関数の危険回避度と主観的リスクの推定 

(1) 危険回避度の計量化 

 家計にvon Neumann-Morgenstern (VNM)型の効用関数を

規定する．家計 i が選択可能な選択肢集合 が
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 期待効用最大化仮説に従う合理的な家計の選択行動は

として表される．家計が の分布を完全に

理解し合理的選択を行うとすれば， は結果の状態s に

よらない確率変数 とおける．よって期待効用

は式 (1)のように期待効用の確定項

と確率効用項の和となる． 
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図 1 VNM 型効用関数 

 家計はオプションの提示額cが彼の支払意思額(図 1 の

WTP)より小さいとき を選択する．確率効用項 に

標準分布を仮定し とおくと両選択行動の期

待効用差関数 はとなり選択肢i の

選択確率はプロビットモデルで表される．プロビットモデ

ルの導出は本稿では省略する．各選択に応じた危険中立型，

絶対的・相対的危険回避度一定型の VNM 型効用差関数は

家計の初期の富を ，オプション選択a に依存した災害

発生による被害額を とおくとそれぞれ①～③の各式で

書ける（ ， はパラメータのベクトル）． 
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② 絶対的危険回避度一定型効用関数 
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③ 相対的危険回避度一定型効用関数 
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アンケートの提示額cにおける効用差関数の対数尤度(ス
ケールパラメータ )の最大化により，パラメータ ，

，Βの推定値が得られる． 
1a =σ η

γ

(2) 主観的リスクの同時推定 
 アンケートにおいて を明示しないとき，家計は地震

の被害確率に関して各々の信念に基づき合理的選択を行う

と仮定する．よって主観的確率 に基づいた VNM 型効

用関数の効用差関数のパラメータ推定は上の式(3)，(4)に
おける (または )，Β と の同時推定問題として解く

ことができる． 
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３． 実証分析 

 以上のモデルを2002年8月に大阪府の一般世帯3000帯
を対象に実施した地震保険購入意識調査の結果に適用した．

表1は推定に用いた変数の説明，表2は危険回避度を含む

効用関数のパラメータ推定結果である．プロビットモデル

における適合度を示す McFadden の決定係数(尤度比指標)
はいずれも 0.3 を超えており良好である．ここでは所得項

を家計の年収(フロー)とし，資産額 やハザード発生確

率 ， は 1 年間のタームに統一した． を家計の資産

額(ストック)とするモデルの推定も行ったが全ての効用関

数形でフローモデルの適合度のほうが高かった．以下では

絶対的危険回避度一定型モデルにおける考察を述べる． 
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 パラメータ推定の結果危険中立型も含め複数のモデルで

有意に推定される変数は地震保険保有属性と高齢者世帯属

性の２つであった．現在の地震保険所有の変数（TAKE）
のパラメータがリスク所与モデルで有意に検出されており，

現在実際に地震保険を所有しているか否かが，アンケート

で提示された仮想的な地震保険購入に対する選好を説明し

ている． 
 次に，世帯主の年齢項（AGE）リスク所与･非所与の量

モデルで有意となっており，世帯主が高齢(65 歳以上)であ

るか否かにより保険購入の選好に有意な差があると説明さ

れる．パラメータは負を示しており(所与-0.00280，非所

与-0.0147)，危険回避度を小さくする向きにはたらいてい

る．よって高齢者世帯はより危険中立に近く，リスクを無

視する傾向があるといえる．この結果は，およそ 1000 年

に一度程度の発生確率という非常に微小な上町断層系の地

震リスクに対しては，高齢者世帯が積極的にリスク回避の

選択行動を行う動機がないことを説明している． 
 一方，リスク非所与下におけるパラメータの推定結果は，

家計や家屋の物理的属性で有意である変数が減る一方で客

観的リスク下では全て棄却された地震発生の認知・認識に

関する心理的属性のパラメータが有意となっている点に着

目する．ただしここでも直感と異なる符号条件が存在し， 
絶対的モデルにおいて地震発生可能性があると回答した家

計のパラメータはリスク回避度を下げる向き(-0.0210)には

たらいている．「期待効用最大化行動を仮定した家計のう

ち，地震の発生を信じる属性を持つ家計がよりリスク愛好

的である」なるこの推定結果に従えば，この場合の家計の

信念と実際のリスク回避選択行動の結果が一致していない

ことが示された．同時推定による主観的リスク の推定

値は，0.0525～0.0657 と推計された．大阪府が発表してい

る上町断層系を震源とする地震の発生確率は 30 年で 2％
～3％であり，これは 1 年のタームで換算すると約 0.001
の確率となる．客観的なリスク情報が与えられない場合，

家計は約 50～90 倍に過大評価した地震被害確率に基づい

てリスク回避オプションの選択行動を行っている． 
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表 1変数の内容 
変数名 説明 変数内容

用紙属性 HM ハザードマップ付与 1:付与　0:非付与
TYP 住居形態 1:一戸建て　0:共同住宅(マンション等)
STR 住居構造 1:木造　0:非木造
OWN 住居所有形態 1:持ち家　0:賃貸住宅
AREA 住居建坪(延べ床面積) 1:81m2以上 0:80m2以下
YEAR 住居建築時期 1:1981年以前 0:1982以降
PRISK 地震発生可能性の認知　※1 1:おきると思う 0:思わない
PFLT 地震発生可能性の原因断層(PRISK=1のみ) 1:上町断層系 2:中央構造線

3:有馬高槻構造線4:中央構造線
5:南海トラフ 6:上記以外 7:わからない

PVAL 地震発生時被害可能性の認知　※2 1:全壊または半壊すると思う　0:思わない

KNOW 地震保険知識 1:知っている　0:知らない
TAKE 地震保険保有 1:はい　0:いいえ
AGE 世帯主年齢 1:65歳以上
Y 世帯収入 250 750 1250 1750 2250 (万円)
HOUS 建物価格 (万円)
GOOD 家財額 (万円)
PROP 契約資産額(HOUS+GOOD) (万円)

※1　「今後25年以内に，あなたが住んでいる地域で震度7程度の揺れを生じる地震が起こると思うか」という問い．

※2　「仮にあなたの住んでいる地域で震度7の地震が起こったとき，あなたの住居には被害が出ると思うか」という問

住居属性

地震態度
属性

世帯属性

資産属性

 

表 2絶対的危険回避度一定型モデルパラメータ推定結果 
Model

Parameter Constant Finalized Constant Finalized
Constant 1762.706 4240.506 1175.737 924.785
t-value 138.012 235.627 188.666 71.599
Subjective Probability 0.0657 0.0525

8.641 9.427
Constant 0.0307  0.0137 0.0170 0.0424

t-value 11.940 10.945 8.617 6.591
HM ----------- 0.0129

t-value 2.774
AREA ----------- 0.421 ----------- -----------
t-value 2.383
PRISK ----------- ----------- ----------- -0.0210
t-value -3.423
TAKE ----------- -0.00462 ----------- -----------
t-value -2.888

AGE ----------- -0.00280 ----------- -0.0147
t-value -1.792 -3.475

Number of Obsv. 315 315 274 274
Log of Likelihood -432.658 -424.523 -452.193 -428.391
Initial Log of Likeliho -826.386 -826.386 -721.647 -721.647
Likelihood Ratio Index 0.476 0.486 0.373 0.406
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４． 結論と課題 

 提案した枠組みを地震リスクに対するオプション回避策

に対する支払意思額を尋ねるアンケートに適用し，家計の

属性と危険回避度の関係，及び主観的リスクの推定結果に

ついて述べた．本モデルにより推定された効用関数を用い

て特定の地震リスクに対する家計のリスクプレミアムや属

性別の危険回避度の推定が可能となる．これらについては

講演時に発表する． 
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